
賠償責任保険の基本構造と
門職業人向け賠償責任保険

上責任保険と賂儀費任保険

任保険の一種である賠償責任保険とは何

か、が本稿の根源的なテーマである。そして、

一般賠償責任保険 (GeneralLiability Insurance)と

専門職業人向け賠償責任保険 (ProfessionalLi 

ability Insurance)とを比較することによって、こ

のテーマの検討を行うものである。

ここで、 「責任保険jとは、一般には賠償責

任保険と同義に用いられることもあるが(たと

えば、損害保険契約法改正試案に関して、石日l

[1981]， 7-8頁;保険法制研究会 [1982J，87 

88頁;損害保険法制研究会 [1995J，672条の2

を参照。また、西島 [1998J，261頁， 263頁を参

照)、本来はさらに広い概念である O 賠償責任保

険は、被保険者が負担する損害賠償責任を填補

するものだが(正確には、被保険者の防御費用

も填補するが、本稿の主題からはずれるので

取りとげない)、責任保険が填補するのは、被保

険者の損害賠償責任に限定されない。

大森教授は、「責任保険」とは、「被保険者が

工事に対して一定の黙産的給付をなすべき法

的責任を負担したことにより蒙る損害を填補す

ることを目的とする保険契約jである(大森

[1985J， 215資)と述べている O また、西島教

授は、「民事上の責任であればすべて責任保険の

士
口 :畢 哉

対象となりうる」と述べている(西島[1968J，

17頁、西島 [1998J，280頁注4)))。たとえば、

判例においても、再保険は賠償責任保険ではな

いが、責任保険の とされている(東京控

判昭和14年6月17日法律新聞4447号18頁。大森

[1985J， 224頁)0 

なお、大森教授の見解が与える債務(吉川支債

務)に限定するものだとすると、たとえ、なす債

務(行為債務):! Iであっても責任保険の填補対象

となる可能性はあるので九やや狭い考え方のよ

うに患われる。ただ、いずれにせよ、被保険者が

負担する法的責任を填補する責任保険は、そもそ

も填補対象を損害賠償責任に眼定するものではな

い(以下では、このような広義の責任保険のこと

を単に「責正保険jと呼ぶことにする)ω

1) 間島教授は、理論的には信用保険も責任保険の
種だとするが(向島 [1968J，37頁士i:6)、この保i換
の被銀険殺は債権者であり、 ft~;務者を被保険者とす
る責任保険とはやや性格が異なると忠われる。
2) I手える債務JIなす債務jという呼称が今般的
であるが、本稿では平井[1994L 19-20頁に倣って
「引渡{責務JI行為銭務Jの呼称を用いる O
3) 行為債務を対象とする責任{創設の保険事故では、
第三者に債務の履行をさせて、結行に要した費用を
債務者が第三者に支払う(さらに、保険者が被保険
者たる債務者にその分を保険金として支払う)こと
もできる。また、保険者自身が債権者の了解を得た
うえで、被保険者たる債務者の行為債務の履行義務
を代替履行することもあり持ょう。ちなみに、公共
工事履行保証証券では、保険者による代替履行が、
保証事故発生時に保険者の採り得る一つの方法とし
て規定されている(公共工事用保証契約基本約款2
条2項)。
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しかしながら、現を販売されている責任保険

の大半は賠償責任保険である九そして、本稿で

取り上げる次の 2種の保険、すなわち、一殻企

業が負担する一般的な損害賠償責任を填補する

一般賠償責任保険も、専門職業人の職業危険

(のうちの法的責任)を填補する専門職業人向

け賠償責任保険も、共に賠償責住保険の形態を

とっている。

そこで、以下では次のような論点を中心に

論を進めることにする。まず、賠償責任保険で

填補される被保険者の損害は f損害賠償音符の

負担jに限定されているが(特に約款に明記あ

る場合を捻く。以下、同様)、その基本構造を明

らかにする(次述 2参照)。

次に、賠償責任保険の基本構造を踏まえたう

えで、一般宮古墳責任保険の検討に入るが、 叶支

賠償責任保険における身体障害・討物損壊とい

う境補要件と、生産物賠皆責任保険における当

該生産物免責条項に著日して分析を進める(後

述3参照)。

そして、いよいよ専門 人向け賠償責任保

険の検討に入り、賠償責任保険の基本構造がど

のような影響をもたらしているかを検討する

(後述4参照)。

最後に、本小論のまとめを行うと共に、専門

職業人向け賠償責任保険に関する一定の解釈と

指針を提示する(後述5参照)。

2園賠償資{壬探険の基本構造

4) 現在販売されている責任保険のうち、法律上の損
害賠償責任以外の法的責怪を担保する保険商品とし
ては、労働災害総合保険(法定外補償保検の部分。

告)JI [1983J参照)、現主主保証責任保険、住宅暇続保
証責任保険(住宅性能探証責f壬保険という従来の名
称から、 1999年12月に名称変更された)等がある O
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( 1 )法律上の揚害賠償費佐

賠憤責任保険は、その填補要件を以下のよう

に定めているO

賠償責任保険普通保険約款第1条(責任の範囲)5)

当会社は、被保険者ムが他人の身体の障害(障

に起因する死亡を含みます。)または財物

の滅失、き損もしくは汚損(以下「損壊Jと

いいます。)について法律上の損

を負担することによって被る損害をてん補し

ます。

この填補要件を分解すると、次の二つに大別

することができる。第 lは、身体障害・対物損

壊の要件 (1身体の揮害または財物の滅失、き損

もしくは汚損についてJ)であり、第2は、損

賠償責任負担の要件 (1法律上の損害賠嶺責任を

負担することによって被る損害1)である。この

一つの要件が、賠償責任保険の構造を決定づけ

ている。

ちなみに、米国の1955年CGL保険 (Comprモhensive

Geneml Liability)の標準約款 (stanclarclform) 6)では、

その担保条項(InsuringAgreement) において、填補

要件を次のように定めているO

5) 以下、控rrりのない限り、和丈約款については東京
j毎と火災保険のものを参照している。
なお、 1966年当時の約款では(当初の認可ーは1957
年)、「第 1条(責任の範囲)当会社は、被保険者
が、地入の身体の湾害(障害に起因する死亡を含
むo)又は財物の滅失、致損若しくは汚損(以ド
「損壊jという。)につき法律上の損害賠償責任を
負担することによって被る損害をてん補する責に任
ずる。Jとなっており(東京海上口966]，485頁)、
今日に至るまでほとんど変更されていないことが分
かる。
6) ニューヨークナH保険庁からの1940年の要請に基づ
き、全米新積保険業協会と相互保険料率算定会が諜
準約款を作成し、 1955年にそれが改訂されたもので
ある O
なお、現在、 CGL(1986年以降は、，Commercial 
General Liability'と称されている)保険の標準約款
を提供していることで知られるISO(Insurance Ser-
vices Office， Inc.)の設立は1971年である。
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Coverage A Bodily Injury Liability 

To pay on behalf of the insured all sums which 

the insured shall become legally obligated to 

pay as damages because of bodily injury， sick 

ness or disease， including death at any time re-

sulting therefrom， sustained by any person and 

caused by accident. 

Coverage B Property Damage Liability 

To pay on beha!f of the insured all sums which 

the insured shall become legally obligated to 

pay as damages because of injury to or destruc 

tion of property， including the loss of use thereof， 

caused by accident. 

この填補要件を分解すると、身保l章害・財物損壊の

要件 (bodilyinjury or property 出mage) と損害賠

償責任負担の要件(Jegallyobligated to pay as 

damages) になる。日本の一散賠償責任保険の認

可は1957年(東京海上火災保険が認可取得)で

あるが、約款の規定内容はきわめてよく似てい

るO 日本における賠償責任保険の商品開発にお

いて、当時の米国のCGL保険を参考にしたこと

は間違いないが、上記の標準約款自体をそのま

ま範としたものではないようである O

ところで、損害賠償責任は法的義務の一種で

はあるが、他にも契約関係において{責務者が負

担する多様な法的義務が存在する。たとえば、

契約臆行義務、解除時の原状自殺義務(民法545

条)8)、不当科縛返還義務(民法703条、 704条)、

7) 一般賠償責任保険の認可以前に、駐留米軍向けに
港湾荷役賠償責任保険 (StevedoringLiability Insur 
ance.英文約款。 1953時三に東京海上火災保険が認可
取得)や船舶修理業者賠償責任保験(英文約款。
1955年に同社が認可取得)といった特殊な賠償責任
保険の発売がなされていた。
8) I原状回復」には、契約解除の効果としての原状
回後と、損害賠償の方法としての原状回復がある
が、ここで述べているのは前者である。

危険負担(民法534条 ~536条)、 における

主の担保責任(民法561~570条)、請負における

人の暇庇修補義務(民法634~640条)としり

たものである。これらの法的義務は損害賠償義務と

同時に認められることもあるが(たとえば、売主の

担保責任や請負人の暇庇修補義務)、これら自体は

損害賠償責任ではない。したがって、良部賞責f到某険

の填補対象にはならないことになる。

なお、英米法における“damages"(1損害賠償

(金)J) とは、 「他人の行為によって侵害を受

けた当事者に法によって与えられる金銭の総

額jのことであり(出中 [1991]， 226頁)、コモ

ン・ロー上の救済方法で、ある。したがって、特

定蔵行 (specific performance)、差止命令

(injunction)、涼状間復・不当利得 (restitution)

のエクイティ上の救済方法は、当然のことな

がら損害賠償ではない。したがって、米国の

CGL保険においてもこうした救済方法は填補対

象にはならないと保険会社は主張している

(Ref， Malecki &ドlitner[1996J， pp.6-7)oただ

し、裁判所はエクイテイ上の救済方法の請求で

あっても、保険会社の防御 を認めることが

ある (ReλDoyleu. Allstαte Insurαnce Co・， 154 

NYS2d 10 (1956); City ofYpsilanti u.Appαlachiαn 

Insurαnce Co.， 547 F.Supp. 823 (1982)) 0 

( 2 )損害賠債費佳と他の法的義務との~愛知

上述のように、被保険者と第三者との開の契約

関係から発生する被保験者の法的義務は多岐にわ

たるものである O これらの法的義務を大別する

と、不法行為から発生する法的義務、債務不履行

から発生する法的義務、その他の法的義務(危験

負担、不当利得返還義務、原状回復義務等)とな

るO 最前者は賠償責任保険の填補対象として問題

が少ないが、後2者は問題が多い。

勺
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まず、その他の法的義務は損害賠償責在では

ないので、賠償責託保険の填補対象とはならな

い。けれども、一般の保険契約者にこうした法

的棺違の理解を求めるには圏難が伴う O

次に、債務不履行から発生する法的義務につ

いても、被保険者が負担する法的義務が損害賠

償責任なのか否かを区別する必要があるが、拡

大損害が発生していない場合には、その峻別が

実際には困難なことが多い。

たとえば、被保険者と他人(以下、 f債権

者jと呼ぶ)との間にある契約関係を想定す

るO 被保険者が{責務の履行を怠ると、債権者は

まずは履行を請求するだろう。あるいは、 f責務

の履行が不完全であれば、売買における子ギの

担保責任や、請負における請負人の暇庇修補義

務を追及するだろう。

それでも被保険者が輝行しなければ、債権者

は強制履行(民法414条)を求めるかもしれな

い。強制履行とは、「債務が履行されない場合

に、債権者が本来の債権の内容を国家機関の手

を借りてそのまま強制的に実現する制度、また

は実現される過程jである(平井[1994J，241 

体的には、引渡債務については直接強制

(民法414条 l 項、民事執行法43~170条)、行為

債務(作為債務・不作為{責務)のうち代替的な

ものについては代替執行(民法414条2項、 3

項、民事執行法171条)、行為{責務(作為債務・

不作為f責務)のうち非代替的なものについては

間接強制J(民事執行法172条)、意思表示をする

債務については意思表示に代わる判決(民法414

条2項担書、民事執行法173条)による、とする

のが判例・通説の考え方であるO

また、{責務不履行の解除権(民法541~543

条)や各種契約の解除権(たとえば、 では

民法557条、 561~568条、 570条、 579条)を行使

したうえで、原状間後を求めることもできる

(良法545条l項)。

さらに、{責務不履行に基づく損害賠償請求

(民法415条)や契約解除時の損害賠償請求(民

法545条2項)、 の璃庇担保責任としての損

害賠償(民法570条、 566条)、請負人の担保責任

としての損害賠償(民法634条2項)といった損

害賠償請求も可能である。

以上のように、債務不履行発生時に領権者の

採る手段としては、{責務の履行の請求、強制題

行、解除権行使と原状回復請求、損害賠償請求

がある O 契約形態、や不履行の事情次第では、賠

償額の予定ではない違約罰(民法420条、 421条

参関)など、さらに別の手段もあろう。つま

り、被保険者の義務の内容は非常に多様かつ流

動的であり、かっ、それらは a連性・ イ本性を

有しているものである。

そもそも、履行請求権と損害賠償請求権の法

的性紫を考えると、契約関係では、震務不履行

発生以降は、 f素務の履行請求権とi真捕賠償請求

権(や遅延賠償請求権)とが併存している。そ

して、填補賠償請求権(や遅延賠償請求権)は

履行請求権の転化物であり、本来の履行請求権

の内容の変更(や領権の拡張)であって、向者

には同一性が認められるのである(我

[1964J， 101頁、奥田 [1987J，466-467頁(北

}II善太郎)) 0 ただし、積極的債権侵害等によっ

て生ずる結果損害(拡大損害、 7侵庇結果損害な

どとも呼ばれる)については、履行請求権と同

一性があるとは当然には言えない(奥田

[1987]， 467頁(北JlI善太郎))。

こうした債権者の韓々の対応(換言すると、

債務者たる被保険者が負担する義務)のうち、

賠償責住保険で填補できるのは、損害賠償責任

円
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だけだとされている O つまり、債務不履行発生

時に被保険者たる債務者が負担する、相互に関

連性のある一連の法的責任のうち(ただし、結

果損害を除く)、損害賠償責任のみを抽出して保

険の填補対象とする賠償責任保険は、根本的な

矛盾を苧んでいると言えよう O

以下では、不法行為や債務不臆行以外から発

生する被保険者の法的責任を賠償責任保険では

填補しないこと、そして、{責務不履行の場合に

は、債務不履行時に生じる債務者の様々な法的

義務のうち損害賠償責任しか賠償責任保険では

填補しないこと、を「賠償責任保険の根本問

題Jと呼ぶ。

( 3 )結果損害に対する損害賠償費住

賠償責任保険の在り方について、上述とは別

の解釈もあり得る。すなわち、そもそも賠償責

任保険は、 f責務不履行においては結果損害が発

生した場合の損害賠償責任のみを填補対象とし

ており、履行請求権に代わる損害賠償責任は填

補対象とはしていない、という考え方である。

換言すると、不完全履行の態様は、損害の在り

方という観点から綴庇型と拡大損害型とに分類

できるが(内田 [1996]， 118頁参照9))、賠償責

任保険は後者が発生した場合のみを填禎対象事

案としている、と考えるのである O

このことは、特に生産物賠{賞責在保険におい

て、当該生産物 (productitself.生産物賠儀責任

保険の付保対象となっている製造物等のこと)

の財物損壊自体の損害賠償責任が、保険填補の

対象になるか否かといっ形で問題となる。約款

作成者によると、生産物賠償責任保険は当該生

9) なお、内出教授は引渡債務の分類fj法として提示
しているが、行為債務の分類、としても有用で、はない

かと思われる。

産物自体のま毘庇担保責任を填補するものではな

くて、事故の原因となった物以外の物、また

は、人に与えた損害に対する損害賠償責任のみ

を填補するものだとされている(竹田 [1958J，

55頁)。ただし、そのことが生産物賠償責任保険

においては当然のことである黙示の前提条件と

考えているのか、あるいは、当該生産物免責条

項(後述3( 2 )参照)の効果であると考えてい

るのかは判然としない。

また、生産物賠償責任保険において、製品の

効能不発揮損害(たとえば、農薬を当該生産物

とする生産物賠償責任舘検において、薬効が不

充分なために雑草を除去できず、農作物の収量

が減少した損害)が填補されるか否かが問題と

なることがある O 日本の生産物賠償責任保験に

はその旨の免責規定はなかったが州、この保険は

該生産物以外の結果損害を填補する意図で作

成されていることを指摘する見解がある(本間

[1972J， 136-137貞， 146頁El産火災[1978J，

180-181頁参照。なお、海野 [1984]， 217頁注目

は製品の種類によるべきとする)。この見解で

は、結果損害を伴わない単なる債務不履行は、

保証証券や保証保険や取抗保証責任保険や生産

物回収費用保険(1)コール襲用保険)で担保さ

れるべきことになる O

そこで次に、 一般賠償責任保険において、 「賠

償責任保険の根本問題Jがいかに処理されている

か、そして、債務不履行では結果損害が発生した

場合の損害賠境責任のみを填補するという考え方

がどのように反映しているかを概観する。

10) 現在は必要に応じて効能不発揮損害不担保特約条
項が附帯されている。
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なお、米国の1966年CGL約款にはその旨の業務危
険免責 (BusinessRisk Exclusion)があったが(塚谷

[1972J， 104頁;向 [1973J，190-191頁)、 1973年
CGし約款で削除された(本間 [1973J，131頁)0 
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合における、結果損害に関する損

限定する巧みな方策であると言えよう。

( 1 )身体障害@財物損壊の要件

-~支賠償責{壬保険において「賠償責任保険の

根本問題Jが露呈することを抑えている方策の

つが、賠{賞賛f壬保険の填補要件の一つである

身体障害・財物損壊の要件(前述2( 1 )参照)

である O

身体障害・財物損壊という結果損害を

任保険の填補要件とすることによって、単なる

契約不履行時の契約接行義務、解除時の原状回

援義務、不当手IJ得返還義務等は、賠償費在保険

の填補対象としては通常は問題にならなくなる

のである。すなわち、「身体の樟害または財物の

損壊についてjという要件があるため、まず、

第 1に身体障害・財物損壊という結果損害の発

生が填摘要件となり、そして第 2に、そうした

結果損害「についてのj損害賠積責任のみが填

補対象となるからである。

もちろん、身体障害や財物損壊以外の形態で

結果損害が生ずることもあり得る。けれども、

そうした形態の結果損害に対する損害賠償責任

については、普通保険約款で a 旦は無責とした

うえで、人格権侵害担保特約条項等の復活担保

特約で援活担保するとともに、復活担保内容を

限定することにより、結果損害以外のものが填

補対象として混入しないような構成になってい

るのである O たとえば、人格権復害担保特約条

項(警備業者特別約款用)では、不当な身体拘

束による自由の侵害や名誉致損、表示行為によ

る名誉致撰やプライパシー侵害という結果損害

に複活担保条件を限定している(同特約条項 l

条)。

つまり、身体障害・財物損壊の要件は、賠償

責任保険の填補対象を、結果損害が発生した場

他方、保険会社の立場からは、身体障害・財

物損壊の要件の意義は、 叶支にはそのようには

説明されていない。

約款作成者の解説を見ても、身体障害・封物

損壊の要件によって、「名誉段損、秘密のばく

露、不法拘禁等に基づく賠償責任や、他人に一

般討産上の損害を与えた場合(例えば、公認会

計士が誤れる監査を行い、その結果を信用して

取引を行った者に幹産上の損害を与えた場合の

如き)の賠償責任等は、対象から除外されるこ

とになる。J (東京海上 [1968J，87頁(竹田靖

夫))。そして、除外される賠償責告に関する賠

噴責任保険も存在するが、それらは特殊である

がために普通探検約款 l条では身体障害・財物

損壊に起因するものに限定した(竹田 [1958]，

G頁)、とされている。つまり、除外対象として

想定されているのは、やはり結果損害が発生し

た場合の損害賠償責在であり、身体障害・財物

損壊という填補要件によって結果損害を伴わな

い損害賠償責任を排除しようとする意図は窺え

ない。

また、他の解説でも、たとえば、「損害額の把

握が比較的簡単であることが保険運営上便宜であ

るという理由Jと説明されており(多和田

[1985J， 46頁)、特に「賠償責任保険の根本問

題Jとの関連性を指摘するものは見当たらない。

すなわち、保険会社の立場からすると、債務

不臆行においては賠償責任保険が結果損害が発

生した場合の損害賠償責任のみを填補すること

は当然の前提ないしは約束事になっており ll)、し

たがって、身体障害・財物損壊の要件があって

初めてそうした意図が達せられる訳ではないと

考えるものと思われる O

A
A
Y
 

門

J
S



賠償責任保険の基本構造と専門職業人向け賠償責任保険

ただ、いずれの立場をとるにせよ、身体障

・財物損壊の要件が存在する摂り(たとえ、

この要件が特約で一部排除されて、特定の結果

損害に関する損害賠償責任が復活担保されたと

しても)、債務不履行においては、結果損害が発

生した場合における、結果損害に関する損害賠

償責任のみが填補対象となるという結論には変

わりがない。その結果として、損害賠償責任以

外の法的責任が問題となる事態の発生を防止し

ている。

( 2 )当該生産物免糞条項

さらに、身 -財物損壊の嬰件と同じよ

うに、 「賠償責任保険の根本問題jが露呈する

のを防ぐ働きを営んでいるのが、生産物賠償

任保険における当該生産物免責条項である。 債

務不履行において結果損害以外の損害賠償責任

が最も問題となりやすいのは生産物賠償責任保

険であり、この免責条項が果たす役割が大き

し、O

該生産物免責条項とは、生産物特別約款2

条 l号に定める免責条項のことであり、当該生

産物(または仕事の目的物)の損壊白体を免責

とするものである。

f生産物特別約款2条(免責)

会社は、被保険者が次の賠償責任を負担す

11) 次の本文3(2)で述べるとおり、生産物賠償・責任
保険においては、生産物特別約款追加特約条項 l条
によって、約款文言としても結果損害を填補するこ
とが規定されている。
しかしながら、施設所有(管理)者賠償責任保険
や請負業者賠償責任保険にはこのような追加特約条
項が存在せず、結果損害のみを填補する胃が約款上
は暁らかではない。また、もともと、生産物賠償一責
任保検にも追加特約条壌が存在しなかったことと考
え合わせると、約款作成者としては当然の前提ない
しは約束事と考えていたため、あえて約款文言で厳
密に規定することまではしなかったのかもしれな
しミ。
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ることによって被る損害をてん補しません0

.生産物または仕事のかしに起国する

産物または仕事の目的物の損壊自体(生産物

または仕事の目的物の一部のかしによる当該

生産物または仕事の呂的物の他の部分の損壊

を含みます。)の賠償責任j

ちなみに、米国の1955年CGL保険の標準約款

では、その免責条項 (Exclusions) において、

該生産物免責条項を次のように定めている。

This policy does not apply: 

(h)under coverage B， to injury to or destruc-

tion of 

(4)any goods， products or containers thereof 

rnanufactured， sold， handled or distributed 

or prernises alienated by the narned insured， 

01' work cornpleted by 01' for the narned in 

sured， out 01 which the accident arises; 

製品事故では当該生産物のみが長壊することがあ

るが、この場合にも賠領責任保険における財物

損壊の要件を満たしていると考える余地がない

ではない(詮述のように、生産物特加約款追加

特約条項が存在しない場合)0また、結果損害の

発生と同時に当該生産物も損壊することがある

が、結果損害の発生によって財物損壊という填

宇宙要{牛を満たすことになるO

問題はそうした場合の当該生産物自体の尉物

損壊に関する被保険者の法的寅任である O 債権

者から被保険者への請求内容は、損害賠償請求

には限定されない。 領権者は、取庇のない代替

物の引渡を求めるかもしれないし、当該生産物

のみについて契約を一部解除して代金減額を請

求するかもしれない。当然、損害賠償請求以外

の請求は賠償責任保険の填補対象とはならない

が(賠償費任保険普通保険約款 1条)、損害賠償

請求を行った途端に賠償責任保険の填補対象と
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なる可能性がでてくる O けれども、当該生産物

免責条項の存在によって、当該生産物の損壊自

体の損害賠償責任は免責となる。

そのため、当該生産物自体をめぐる被保険者

の法的義務は、それが損害賠償責任であるにし

ろ(たとえ損害賠積責任であっても、当該生産

物免責条項で免責となる)、損害賠償責任でない

にしろ(損害賠償責任でなければ、そもそも賠

償責任保険普通保険約款 1条で無責である)、賠

償責任保険では填補されないことになり、債権

者の請求形態によって賠償責世保険の填捕の有

無が変わるという矛躍の顕在化が回避されるこ

とになるのである。

他方、保険会社の立場からは、当該生産物免

条項の意義はそのようには説明されていな

し、。

そもそも賠償責任保険は結果損害に関する損

を担f果する{果検であるので、生産物

賠償責任保険においても、填補要件とされる財

物損壊は、当該生産物以外の財物の損壊が求め

られている(東京海上[1989]，325頁)0 約款文

は、 f生産物に起因してj身体障害や財物損

壊が発生することが填補要件とされており(生

産物特別約款追加特約条項 l条)、これを以て結

果損害のみを填補することを表していると考え

るのである(ただし、この追加特約条項は賠償

任保険開発時には存在しなかったものなの

で、単なる確認規定なのか、あるいは創設規定

なのか、解釈が分かれるところである)。

したがって、当該生産物免責条項の存在意義

は、当該生産物のみに財物損壊が発生した場合

の損害賠償責任を免賓とすることにあるのでは

なくて(かような事態は結果損害を伴わないの

で、保険会社の立場からは、当然に生産物賠f賞

責f壬保険の填補対象とはならない)、結果損害を

76 

第 67巻第2号

伴う生産物賠鏡責任事故が発生した場合であっ

ても、当該生産物の損壊に関する損害賠償責任

を免責とすることにある 12)。

ただ、いずれの立場をとるにせよ、当該生産

物免責条項が存在する限り(たとえ、この要件

が特約で結果損害問時発生時にのみ復活担保さ

れたとしても)、債務不履行においては、結果損

に対する損害賠償責任のみが填捕対象となる

という結論には変わりがない(もちろん、填補

要件か免責条件なのかの相違はある)。その結果

として、損害賠償責任以外の法的責任が問題と

なる事態の発生を防止している。

4.専門職業人向け賠償費佐保験の検討

( 1 )問題の所在

以上のとおり、賠償責任保|肢は根本的な問

題、さらには、賠償責住保i墳は結果損害発生時

の損害賠償責任のみを担保するものなのか百か

という問題を内証しているが、 1支賠償責在保

険では財物損壊という填補要件や、生産物賠償

任保険における当該生産物免責条項によっ

て、問題の顕在化を免れている。

ところで、弁護士や公認会計士といった専門

職業人の職業危険を担保するものとして、専門

職業人向け賠償責任保険という種類の保険があ

る(たとえば、弁護士の場合は弁護士職業賠償

責{壬保険、公認会計士の場合は公認会計士職業

12) なお、 1998年に東京海上火災保険が開発した事業
者賠償責任保険(日本版CCL)の生産物特別約款に
おいては、当該生産物免責条項、を復活担保する製造
物責任法対応特約条項が存在する O これは、結果損
害と同時に発生した当該生産物の刃物損壊に関する
損害賠償責任を復活担保するものであって、結果損
害が伴わない場合にまで援活担保するものではない
(同特約条項2条l項5号にその旨が明記されてい
る)。
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賠償責任保険である)。その約款構成は、「賠領

責任保険普通保険約款+専門職業人毎の職業危

険特別約款Jとなっており、やはり賠償責任保

険の一積として構成されている O

この専門職業人向け賠償責任保険では、身体

障害・財物損壊が填補要件とはなっていないも

のが多い。具体的には、賠償責任保険普通保険

約款l条の填補要件を職業危険特別約款 1条で

全面的に排除するとともに、同条で当該専門職

業人の職業リスクに関する損害賠償責任を填補

内容として規定する O そして、身体瞳害・財物

損壊に起関する損害賠償責任を職業危険特別約

款の免責条項で免責にしている13)。専門職業人向

け賠償責任保険は専門家の職業危険を担保する

ものであるが故に、身体障害や封物損壊を要件

としたのでは、保険の実質的意義が著しく損な

われるからである NJO

また、生産物賠償責任保険における当該生産

物免責条項に相当する免責条項が、専門職業人

向け賠償責任保険には原則として存在しなし~

そのため、専門職業人r1i]け賠償責任保険で

は、 「賠償責任保険の根本問題jが露呈するこ

とになる。また、そもそも賠償責任保険は、結

果損害が発生した場合における、結果損害に関

する損害賠償責任を填補するものである、とい

う考え方が関われることになる。持に問題にな

るのは、専門職業人が行った当該業務自体の

「やり直しj費用や、専門職業人が受領した

13) たとえば、弁護士職業危険特加約款(3条3
号)、公認会計士職業危険特別約款 (3条6号)、税
理士職業危険特別約款(6条5号。但し、受託書類
の財物損壊はは例外的に担保する)、弁現士職業危
険特別約款は条3号)、測量士職業危険特別約款
(1条)。
14) 逆に、身体障害や財物損壊を填補要件とする専門
職業人向け賠償責任保険として、医師特別約款(l
条)、建築家職業危険特別約款(l条)がある O
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務報酬の返還や、受任業務の履行不能や履行遅

滞である O 以下ではこの}II買に検討する O

( 2) rやり直しj費舟の填補
門職業人の不完全な業務によって不具合が

生じた場合に、再度その業務を最初からやり直

したり、既に行った業務を補完したりしなけれ

ばならないことがある(以下では、そうしたや

り宜し、修正、補修等を「やり査し」と呼ぶこ

とにする)。

たとえば、ある土地の測量を被保険者たる測

士が実施したが、関連った測量を行い、か

つ、それに基づいて作成した測量図面を納品し

てしまった例を考える。債権者(発注者)はそ

れを基に建物を建築したが、具合の悪いものに

なってしまい(たとえば、日照が悪い、隣家と

充分な距離がない等)、建て直しが必要となって

しまったとする C 建て直しに際しては、再度正

確な測量を実施する必要があるが、この再iRIJ

用が賠償責任保険(具体的には測量土職業賠

償責任保険)で填補されるか否かである。

債権者が被保険者に対して再測量を求めるな

らば、それは損害賠償詰求ではなく、元々の契

約に基づく完全履行請求にすぎない。したがっ

て、損害賠償請求ではないので賠償責任保険で

は填補されない。

他方、債権者が被保険者に愛想、を尽かして、他

の測量士に を発注した場合、積権者が出

した他の測量士による は損害賠犠請求の

対象と考えられそうであるO もし、そうだとした

ら、賠償責任保険で填補されることになる O

このように、債権者が当該業務の「やり

し」を被保険者自身に求めるか否かで、保険填

補の結論が分かれることになってしまう O

ただし、「やり直しj費用免責条項の設定に
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よって、この不条理を解決している保険も一部

ある。たとえば、測量士職業賠償責在保険がそ

うで、損害賠償責世保険以外の法的責任(この

場合は完全履行義務)はそもそも填補要件に該

せず、また、「やり藍し」に関する

任(他の測量土が再測量を行った場合の損害賠

償責任)は免責条項で免責とされているのであ

る(測量土職業危険特別約款4条6号で、「業務

の結果自体の不具合の改善、補修等に対する賠

償責任jは免責とされている。地の同様の規定

として、非破壊検査職業危険特別約款6条 1

号、情報サーピス業者・電気通信事業者特別約

款6条10号がある)。

しかしながら、こうした免責条項が存在しな

い箆門職業人向け賠償責任保険では、上述のよ

うな問題が生じ得る。これは、専門職業人向け

賠償責任保険が賠償責任保険の形態を採用した

ことによる宿命であると簡単に片づける訳には

いかない。

たとえば、上述の設例で、被保険者たる

士が再測量をすることにしたが、債権者との話

し合いの結果、自分で再測量をせずに友人の測

に再測量を依頼した場合を考えてみる。 法

的には、被保険者は領権者に完全履行をしたも

のであり、被保険者から友人の測量士に支払わ

れた再測量費用は損害賠償金ではなくて、単な

る業務委託報酬の支払に過ぎない。とすると、

この場合は損 ではないので、

職業賠償責任保険では保険填捕されないことに

なる (1やり宜しj費用に関する免責条項に抵触

するからではない)。

もし、 fやり麗しj費用に関する免責条項が存

在しないとすると、再測量を被保険者以外の第

ニ者が行う場合であっても、その第三者に被保

険者が依頼したのか(損害賠償責任ではないの

で、賠償責伍保険は無責となる)、債権者が依頼

したのか(損害賠償責任となるので、賠償責任

保険は有賓となる)によって、保険填補の結論

が分かれることになってしまうのである O

仮にそうであるとしたら、被保険者は直接に

第三者に再測量を依頼せずに、第三者を債権者

に紹介して、債権者から第三者に再測量を発注

してもらうことによって、保険填補を得ょうと

するであろう(ただし、測量士職業賠償責任保

険には「やり直しJ費用に関する免責条項が存

在するので、この努力は無駄である)0 

また、別の問題として、賠償責任保険とは、

そもそも結果損害発生時の損害賠償責任を填補

するものだという考え方があり得る O もし、

門職業人向け賠償責任保険も伺様と考えるので

あれば、単なる「やり直し」はそもそも填補対

象外であり、結果損害が発生した場合に同時発

生した「やり直しJ費用が、結果損害に関する

損害賠慎責任と共に填補対象となることになる

(ただし、 fやり渡し費用免責条項が存在する

場合には、結果損害と同時発生した場合であっ

ても、「やり宜しj費用に関する損害賠償責任は

となる O 生産物賠償責任保険の当該!生産物

免責条項と同様である)。
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問題は、こうした考え方を採った場合に、

門職業人向け賠償責任保険において、結果損

を伴わない単なる「やり直しJに関する損

償責任と、結果損害を同時発生した「やり

しjに関する損害賠償責任とを峻別できるかど

うかである O 専門職業人向け賠償責桂保険には

身体障害・財物損壊という填補要件が存在しな

いため、どういう事態に至れば結果損害が発生

したことになるのか判然としないからである O

そもそも不完全履行の形態として、積担的債権

か否かの区別は程度の差に過ぎないと指摘
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されている(我妻[1964J，157頁)0 

また、分類基準を設定した場合に、それによ

る区別が妥当かどうかの問題もある。一般に、

引渡債務において、結果損害とは、債務不履行

のー形態である不完全履行において、積極的債

(債務の履行がなかった場合よりもさら

に多くの損害が償権者に発生すること)の拡大

損害部分を指す。この分類基準を専門職業人向

け賠鐘責任保険に当てはめると、専門職業人が

受任業務を行わなかった場合よりも多くの損

が債権者に発生したか否かを判断しなければな

らないことになる。たとえば、弁護士が訴訟事

件の紡御を受任した例を考えると、たとえ弁護

士の不適切な防御によって敗訴した場合であっ

ても、防御活動を全く行わずに敗訴した場合と

比較して、より多くの損害が債権者に発生した

とは言えず、結果損害は発生していないことに

なってしまうのである。したがって、少なくと

もこの分類基準は、行為債務の不履行に基づく

損害賠償責任を填補対象とする専門職業人向け

賠償責任保険には有用ではない。

( 3 )業務報舗の返還

被保険者の不完全履行によって積極的債権侵

害が発生し、かつ、業務報酬が被保険者に既に

支払われているにもかかわらず、被保険者自身

によっても、また他の専門家によっても、当該

業務の[やり哀し」をしないままに、業務が終

了する場合がある O このとき、保険金支払額、

すなわち、被保険者が負担する損害賠償責任負

担額の算定に国難が伴うことがある。

たとえば、測量業務の不手際のために、住宅

の居間の部分が本来予定していた南向きから外

れて建築されてしまった場合であるとか、隣家

と著しく接した住宅になってしまった場合であ
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る。こうした場合で建て宜しをしないとなる

と、損害額の算定が非常に難しい(当該建物が

正常に建築された場合の価値との若額となるで

あろうか)1九そのため、債権者・被保険者間で

は、適当な金額で示談をしたり、業務報酬を減

額ないしは不払とすることで示談をしたりする

ことがある O

ところで、こうした場合に債権者が有するの

は、損害額についての損害賠償請求権のみなら

ず、不完全な履行による報酬減額請求権(ある

いは、契約の一部解除による代金減額請求権)

もある。したがって、債権者・被保険者間で成

した示談内容は、損害賠償請求と代金減額請

求の両者を解決するものと考えられる O しかし

ながら、賠償責任保険で填補できるのは、損

賠償請求のみである。そのため、示談内容を損

求の部分と代金減額請求の部分とに分

解しなければならない。けれども、もともと損

害額の算定が国難な事件であるので、この分解

は事実 r:.困難なことが多い。

また、上述の議論は、業務報酬の返還は報酬

減額請求であって、 ではないので

賠償責任保険の填補対象にはならないことを前

提としている O しかしながら、業務報酬の返還

を損害賠償請求と理論構成することもあながち

不可能ではないかもしれない。その場合は、業

務報酬返還請求における法律構成いかんで保険

填補の有無が分かれてしまう慎れがある O その

lら) 弁理士職業賠償責任保険の場合にも、再様の問題
がある O たとえば、維持年金の納付漏れにより特許
権が消滅してしまった例が考えられるO
なお、弁理士職業賠償責任保険の事故にそのまま
の形では用いることはできないが、無体財産権に関
する損害賠償請求についての最小限度の損害額の保
証規定や損害額の推定規定が参考となる(著作権法
114条、特許法102条、実用新案法29条、意置法39
条、商標法38条)。
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ためか、一部の専門職業人向け賠領責任保険で

は、たとえ業務報酬の返還請求を損害賠償請求

と理論構成しでも、保険填補の対象とはならな

いように特別の免責条項を設けている(税理士

職業危険特別約款8条8号、非破壊検査職業危

険特別約款6条10号)。

第 67巻第2号

に同様の規定として、非破壊検査職業危険特別

約款6条4号、情報サーピス業者・電気通信

業者特別約款6条5号、消防用設備等保守業者

特別約款6条7号、建設コンサルタント職業危

険特別約款7条9号がある)。これは、履行不能

や履行遅滞による結果損害に関する損害賠償責

任も填補することが原則とされているからこ

( 4 )履行不能や題行遅滞 そ、特に填補しない場合に免責条項として設定

もし、賠償責任保険が結果損害に関する損害 されているのである。

賠償責告のみを填補するものだとすると、単な

る履行不能や履行遅滞による損害賠償責任は賠

償責任保険の填補対象とはならない筈である

(こうした 1)スクは不完全履行による債務不履

行ではないので、履行保証保険や履行保証証券

で担保されるべきこととなる)。履行不能や履行

遅滞では、通常、結果損害が発生するとは考え

られていないからである O

しかしながら、履行不能や履行遅滞でも結果

損害が発生することはあり得る(我妻 [1964J，

157頁)0 特に、専門職業人向け賠償責任保険に

おいては、 や履行遅滞による結果損

に関する損害賠償責任が問題となることが多

い。たとえば、弁護士や税理士や弁理士が、受

任業務に関して法定期限(時効期間や各種届出

期間等)を徒過したがために損害賠償責任を負

うことがある。このような損害賠償責任も、そ

れぞれの専門職業入向け賠償責任保険で填補さ

れているO

また、そのため、いくつかの専門職業人向け

賠償責在保険には、履行不能や履行遅滞に関す

る免責条項が設定されている O たとえば、測

士職業危険特別約款4条5号では、「履行不能ま

たは履行遅滞に起関する賠償責任Jを免責とし

ており、結果損害の発生の有無を問わず、履行

不能や履行遅滞の場合には免責としている(他
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5.専門職業人向け賠積雪費イ壬保験のあり方

以上の議論をまとめると次のとおりである。

賠償責任保険は責任保険のー撞ではあるが、

その基本構造として次のような特徴を持つ。

まず第一に、被保険者には種々の法的責任が

発生する可能性があるが、不法行為や債務不履

行以外から生じる法的責任は填補対象としてい

ない(ただし、約款に特別の規定がある場合を

除く)。

第三に、{責務不履行についても、債務不履行

時に発生する撞々の法的義務のうち、損

責任以外は填補対象としていない。

第三に、約款作成者の意図として、債務不履

行については、債務不緩行の中でも不完全履行

のうちの積額的集権侵害(つまり、結果損害が

発生するような不完全履行)を主な填補対象と

して想定していたが、必ずしも約款の規定にそ

の旨が表現されている訳ではない(例外的に、

生産物賠償責任保険では、商品開発後しばらく

してから生産物特別約款追加特約条項が新設さ

れ、その旨の表現が織り込まれている)。

以上のような基本構造を賠償責任保険は有し

ているが、ー殻賠償責任保険においては、こう

した基本構造が問題になることはほとんどな
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い。それは、身体障害・財物損壊という一般賠

償責任保険に共通の填補要件と、生産物賠償責

任保険における当該生産物免責条項の隠された

効果であるO

しかしながら、専門職業人向け賠償責任保険

には両者とも存在しないので、賠償責任保険の

基本構造に関する問題が顕在化する O

具体的には、まず第一に、専門職業人の行っ

た業務の「やり直しJが問題となる o rやり直
しJを当該専門職業人が行うか百かで、損害賠

償責任の有無が巽なるため、保険填補の可否が

分かれてしまう。

また、一般賠償責任保険(あるいは、少なく

とも生産物賠{賞責員保険)と同様に、専門職業

人向け賠償責任保険も結果損

おける、結果損害に関する損

じた場合に

を担保

するものだとすると、専門職業人の職業リスク

に関しては、結果損害が生じたか否かの判断基

準が不明確であり、結果損害発生の有無で保険

填補の可否を分けることの妥当性に疑問がある

とし、う問題が生じる。

第二に、受領済みの業務報酬の返還について

は、それが損害賠償なのか否か、すなわち保険

填補の対象になるのか否かという問題が生じ

るO

第三に、履行不能や履行遅滞は不完全躍行で

はないにもかかわらず、専門職業人の職業危険

ではそれらに基づく損害賠積責任がしばしば開

題となり、かつ、専門職業人向け賠償責任保険

で填補されている O

以上を総合すると、次のように言えるだろう O

まず、債務不臆行に関しては、不完全履行の

うちの積極的債権侵害のみを保険填補対象とす

るということは、少なくとも専門職業人向け賠

償責任保険には当てはまらない(一般賠償責任

保険についても同様かもしれない)。履行不能や

履行選滞にも結果損害が発生することがあり得

るし、また、結果損害の発生の有無は限界的だ

からである O したがって、少なくとも専門職業

人向け賠償責任保険においては、不法行為に基

づく損害賠償義務はもちろんのこと、いかなる

形態の債務不履行に基づく損害賠償義務も填補

対象となるのが原票日だと考えられる(もちろ

ん、特別の規定によって填補対象から外れるこ

とはある)。

次に、専門職業人の職業リスクは圧倒的に

務不接行に関するものが多いが(不法行為は少

ない)、被保険者が負担する種々の法的責任のう

ち、損害賠償義務しか保険填補しないという仕

組みはいくつかの限界事例を生んでいる(たと

えば、「やり直しj費用や業務報酬の返還)。し

たがって、専門職業人の法的責任を填補する保

険として、賠償責任保験という保険形態を今後

も維持するのであれば、こうした眼界事例に対

処する規定(たとえば、「やり直しJ費用免責条

項や業務報酬免責条項)の整備を進めるべきで

ある(そうでなければ、専門職業人向け賠領責

任保険を「専門職業人向け責任保険」という一

般的な責任保険形態に作り変える必要があろ

う)0 
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